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2020年・2030年に向けた政府目標

■ 一昨年３月に策定された『明日の日本を支える観光ビジョン』に掲げられた政府目標の達成のため、
３つの視点・10の改革のもと、観光施策を実施してきているところ。
■ このうち、ＤＭＯを中心とした観光地域づくりに関する取組については、2020年までに世界水準のＤＭＯを

全国で100組織を形成することとされており、他の政府計画においても同様の目標が定められている。
『明日の日本を支える観光ビジョン』(平成28年3月30日明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定)

訪日外国人旅行消費額

地方部での外国人延べ宿泊者数

外国人リピーター数

日本人国内旅行消費額

訪日外国人旅行者数 2020年：4,000万人 2030年：6,000万人

2020年：8兆円 2030年：15兆円

2020年：7,000万人泊 2030年：1億3,000万人泊

2020年：2,400万人 2030年：3,600万人

2020年：21兆円 2030年：22兆円

【視点２ 観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基幹産業に】

2020年までに世界水準のＤＭＯ(Destination Management/Marketing Organization)を全国で100形成します。

『未来投資戦略2018』
(平成30年6月15日閣議決定)

オ）世界水準のＤＭＯの形成・育成
魅力ある観光地域づくりを推進するため、ＤＭＯの運営に多様な主
体が関与する仕組みの構築、外国人目線による多言語表記の見直し
やプロモーションの改善、ＪＮＴＯによるコンサルティング業務の
強化等の取組を支援し、平成32年までに世界水準のＤＭＯ（先駆
的インバウンド型ＤＭＯ）を100組織形成することを目指す。

『まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂版）』
（平成29年12月22日閣議決定)

(1)-(イ)-①DMOを核とする観光地域づくり・ブランディングの推進
観光が持つ広範な経済波及効果を念頭に、国内外からの観光客の地方への流れを戦略的に

創出し、観光による地方創生を実現する必要がある。このためには、DMOを核とする、地域の個性
を活かした魅力ある観光地域づくりを推進し、地域独自の「ブランド」を確立する必要がある。日本
版DMO登録制度を効果的に運用し、情報支援・人材支援・財政支援を実施していくとともに、
「『日本版DMO』形成・確立に係る手引き」の充実など、優良事例の深堀り及び横展開を推進し、
全国的な取組水準の引上げを図ることで、世界水準のDMO（先駆的インバウンド型DMO）
の形成・育成を加速させていく。
【業績評価指数】世界水準のＤＭＯ(先駆的インバウンド型ＤＭＯ)の形成数 100 1



2012年以降、外国人延べ宿泊者数が三大都市圏で265%増、地方部で382%増となる等、着実にインバ
ウンドが増加している。他方、地方部での外国人延べ宿泊者数が現時点では3,266万人に留まっており、
地方部における外国人延べ宿泊者数2020年7,000万人泊、2030年1億3000万人泊の目標達成に向け、
地方誘客に向けた取組をより一層進める必要がある。

（単位：万人泊）

※三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、兵庫」の8都府県をいう
地方部とは、三大都市圏以外の道県をいう

※:「外国人」とは、日本国内に住所を有しないものをいう
資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」 をもとに作成

（単位：万人泊）
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1億3000万人泊
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地域資源を最大限に活用し、効果的・効率的な集客を図る「稼げる」観光地域づくりを推進

地域の多様な関係者を巻き込みつつ、科学的アプローチを取り入れた
観光地域づくりを行う舵取り役となる法人 ＝ 「ＤＭＯ」を各地域で形成・確立

DMO：Destination Management/Marketing Organization

宿泊施設

交通事業者商工業

飲食店

農林漁業

・個別施設の改善
･品質保証の導入

・農業体験プログラム
の提供

・６次産業化による
商品開発

・ふるさと名物の開発
・免税店許可の取得

・二次交通の確保
・周遊企画乗車券の設定

・「地域の食」の提供
・多言語、ムスリム対応

地域住民

･観光地域づくり
への理解

・市民ガイドの実施

内外の人材やノウハウを取り込みつつ、多様な関係者と連携
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多様な関係者との連携

・多様な関係者の合意形成
・データに基づくマーケティン

グ・戦略策定
・観光地のマネジメント・ブラ

ンディング

行政
･観光振興計画の策定
･インフラ整備（景観、

道路、空港、港湾等）
･文化財保護･活用
･観光教育 ･交通政策
･各種支援措置

ＤＭＯ

ＤＭＯ形成・確立の必要性
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ＤＭＯ

登録の５要件

（１）ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーションの実施

（４）法人格の取得、責任者の明確化、データ収集・分析等の専門人材の確保

（５）安定的な運営資金の確保

すでに該当している ＝ ＤＭＯ

今後該当する予定 ＝ ＤＭＯ候補法人

広域連携ＤＭＯ

１０法人 ８９法人

地域連携ＤＭＯ 地域ＤＭＯ

１０９法人

･･･ＤＭＯ

･･･ＤＭＯ候補法人

･･･ＤＭＯ

･･･ＤＭＯ候補法人

･･･ＤＭＯ

･･･ＤＭＯ候補法人

日本版ＤＭＯ登録制度における登録法人として２０８法人（※）が登録（H30.7.31時点）

※ＤＭＯ登録数：86法人、ＤＭＯ候補法人登録数：122法人

（公社）北海道観光振興機構

（一財）関西観光本部

（一社）せとうち観光
推進機構

（一社）中央日本総合
観光機構

（一社）東北観光推進機構

（一財）沖縄観光
コンベンションビューロー

（一社）関東観光広域連携
事業推進協議会

【設立予定】（一社）四国ツーリズム創造機構

（一社）山陰インバウンド機構

（一社）九州観光
推進機構

日本版ＤＭＯ登録制度について
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手引き・登録要領の公表

観光庁ＨＰにおいて
・「日本版ＤＭＯ」形成・確立に係る手引き
・日本版ＤＭＯの登録に関する要領 等
を公表

ＤＭＯ機能を担おうとする法人が、ＤＭＯ形成に
関する計画を作成し、地方公共団体と連名で作成

・ＤＭＯを核とした観光地域づくりの取組の実施
・ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクル導入による自己評価 等
※少なくとも年１回実施し、結果を観光庁に報告

ＤＭＯ形成・確立計画の作成

ＤＭＯとしての活動の実施

相談

観光庁

地域

地域

歴史・景観
まちづくり

宿泊施設
飲食店

交通

産業観光
商工業（ふるさと名物）

農林水産業

○関係省庁の支援の重点実施

○支援メニュー集の策定 ○現場における課題やニーズの共有

○地域からの相談へのワンストップ対応

等

「日本版ＤＭＯ」を核とする
観光地域づくりに対する

関係省庁連携支援チーム

伝統･文化･歴史

自然観光資源

通信

申請

登
録
法
人
は

観
光
庁
Ｈ
Ｐ
で
公
表

関係省庁をあげて、横の連携を強化し、地域の取組を強力に支援

ＤＭＯ登録のフロー

関係省庁の施策の重点投下

スポーツ
イベント

観光庁による登録

まずは日本版ＤＭＯ候補法人として登録

日本版ＤＭＯ登録要件が全て充足されていることを確認
・事業報告書の提出、形成・確立計画の更新 等

日本版ＤＭＯとして改めて登録

・地域における相談窓口
＞各地方運輸局の観光地域振興課

※四国運輸局は観光企画課
※沖縄県は沖縄総合事務局運輸部企画室

・観光庁における相談窓口
＞観光地域振興部 ＤＭＯ支援室

ＤＭＯ形成・確立に係る相談窓口

○地方創生推進交付金（内閣府）による支援

作成

観光庁

○広域周遊観光促進のための新たな観光地域支援事業
（観光庁）による支援
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ＤＭＯ登録手続きの流れ

ＤＭＯ候補法人の登録（平成30年7月31日時点：122法人）

➤ 事業報告書の提出（随時）

※「各登録要件に対する自己評価」が全て「今後該当予定」ではなく「既に該当」になっていることが必要

➤ 日本版ＤＭＯ形成・確立計画を必要に応じて更新（随時）

➤ 必要に応じてヒアリングを実施

ＤＭＯ候補法人登録申請（日本版ＤＭＯ形成・確立計画の提出）

（１）ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーションの実施

（４）法人格の取得、責任者の明確化、データ収集・分析等の専門人材の確保

（５）安定的な運営資金の確保

ＤＭＯ登録要件

ＤＭＯ登録（平成30年7月31日時点：86法人）
※概ね四半期に１回程度まとめて登録・公表（登録証交付）

ＤＭＯ登録要件が全て充足されていることを確認

各項目について「今後該当予定」でも登録可能

6



ＤＭＯ登録要件の充足状況に係る判断基準（１／２）

Ⅰ．地域の多様な関係者で合意形成する仕組みを構築し、その仕組みの中に、
①地域が「売り」とする観光資源の関係者、②宿泊事業者、③交通事業者、④行政
以上①～④が原則として全て参画していること。

Ⅱ．合意形成の仕組みにおいて、ＤＭＯが中核的立場になっていること（会議体を主導する等）

Ⅲ．地域住民に対して、観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組を実施していること。
※広域連携ＤＭＯ及び単独都府県の地域連携ＤＭＯを除く。

（１）ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者の合意形成

（２）データの継続的な収集、戦略の策定、ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

Ⅰ．少なくとも、①延べ宿泊者数、②旅行消費額、③来訪者満足度、④リピーター率、
⑤WEBサイトのアクセス状況 以上①～⑤のデータを原則として全て収集していること。

Ⅱ．収集したデータに基づいたターゲット設定を行っていること。

Ⅲ．設定するコンセプトが地域の強みや魅力を端的かつ分かりやすく表現していること。

Ⅳ．上記Ⅰ～Ⅲを踏まえた適切な項目及び目標数値のＫＰＩが設定されていること。
（※延べ宿泊者数・旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率の4項目は必須とし、地域の実情に
応じた適切な年次、目標数値、伸び率等が設定されていること。）

Ⅴ．ＫＰＩの達成状況について毎年評価・分析した上で関係者と共有していること。

Ⅵ．Ⅴの評価・分析に基づき、必要に応じて計画の見直しを行っていること。
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Ⅰ．地域での合意形成の仕組みも活用し、地域の多様な関係者間で戦略の共有を行うとともに、
その戦略に照らして、地域における取組の不足や重複等の調整を定期的に行っていること。

Ⅱ．Ⅰの戦略を踏まえ、地域が観光客に提供するコンテンツやサービスを維持・改善するための取組(※)
が実施される仕組みや体制が構築されていること。（※例えば、景観形成や歴史的資源・自然環境の
保全・管理、地域の食や宿泊施設等の質向上、観光案内所の質・利便性等の向上、観光産業人材の
育成、交通条件の整備等）

Ⅲ．戦略に基づいて、ＤＭＯ及び地域の多様な関係者が協働し、一元的かつ効率的な情報発信・プロモー
ションを行っていること。

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整･仕組み作り、プロモーション

（４）ＤＭＯの組織

Ⅰ．法人格を取得していること。

Ⅱ．戦略の策定及びそれに基づく取組の実施に係る意思決定の責任者を明確にしていること。

Ⅲ．データ収集･分析等の専門人材がＤＭＯ専従で最低一名存在していること。

Ⅰ．ＤＭＯの役割として実施する取組において必要な財源（収益事業、会費、公物管理受託、行政から
の補助金・負担金・委託料等）を確保できる見通しがあること。

Ⅱ．運営資金のうち、行政からの支出による財源（補助金、負担金、委託料等）が過半を占めている
場合で、かつ、将来にわたりそれらの安定的な確保が見込まれない場合には、自主財源創出の取組
について検討していること。

（５）安定的な運営資金の確保

ＤＭＯ登録要件の充足状況に係る判断基準（２／２）
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世界水準のＤＭＯ（先駆的インバウンド型ＤＭＯ）の形成・確立に向けて

優良事例の深掘り・横展開を図るとともに、「情報支援」「人材支援」「財政支援」の
「３本の矢」による地域支援により、全国的な取組水準の引き上げを図る。

2020年までに全国で世界水準のＤＭＯ（先駆的インバウンド型ＤＭＯ）を
100組織形成することを目指す

ＤＭＯ登録制度における登録法人数は順調に増加しており、
先進的な取組を進めるＤＭＯが現れ始めている一方で、

観光地経営に係るノウハウや人材の不足など、課題を抱えている地域も少なくない。

・ＤＭＯの活動を支援する
システム・ツール
「ＤＭＯネット」の提供

人材支援

・広域周遊観光促進のための
新たな観光地域支援事業

・地方創生推進交付金

財政支援情報支援

・人材育成プログラムの
提供
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①マネジメント・マーケティング業務の効率化

②専門事業者・専門人材とのマッチング

③他ＤＭＯ等の情報取得・活用

○ ＤＭＯの形成に向けた取組が活発化している一方で、観光地域のマネジメントや
マーケティングに関するノウハウや人材の不足といった課題が発生。
○ このため、観光地域のマネジメント・マーケティング等を支援する「ＤＭＯネッ

ト」を平成29年3月末より全国各地のＤＭＯ候補法人に対して提供。

○DMO関係者間の情報共有や合意形成を促進するため、掲
示板やカレンダー等を提供

○来訪客の消費動向等をオンラインで調査・分析できるツー
ル等を提供

○専門事業者・専門人材（※）をデータベース化し、マッチ
ング機能を提供
※観光地域のマネジメント・マーケティング等の専門事業者・人材を１５２社、３８名登録

（H３０年６月末現在）

○優良事例や国の支援メニュー等の閲覧が可能

○ＤＭＯ間の情報交換のための掲示板の設置

○ＤＭＯの日々の業務の効率化

○必要な専門事業者・専門人
材に対するコンタクト・相
談の円滑化

○優良事例の横展開を促進

○DMO間の連携・交流を促進

DMOネットが提供する3つの機能

ＤＭＯへの情報支援①（ＤＭＯネット）
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観光地域づくり事例集 グッドプラクティス2018
観光庁ホーム > 政策について > 観光地域づくり
> 日本版ＤＭＯ > 参考資料

全国各地の創意工夫に富んだ取組を１０１事例掲載。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/ikii
ki.html

ＤＭＯへの情報支援②（優良事例の横展開：観光地域づくり事例集・ＤＭＯ取組事例集）

DMO取組事例集
観光庁ホーム > 政策について > 観光地域づくり
>日本版ＤＭＯ > 参考資料

ＤＭＯの優良な取組を33件掲載。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/ikiiki.html
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「日本版ＤＭＯ」形成・確立に係る手引き
観光庁ホーム > 政策について > 観光地域づくり
> 日本版ＤＭＯ > 参考資料

ＤＭＯに関する基本的な考え方、国内外の取組事
例、支援制度を紹介。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000050.html

ＤＭＯへの情報支援③（ＤＭＯ等観光地域づくりに対する窓口一元化）

観光地域づくりに対する支援メニュー
観光庁ホーム > 政策について > 観光地域づくり
> 日本版ＤＭＯ > 参考資料

各府省庁の観光地域づくりに関連する支援施策を掲載。
http://www.mlit.go.jp/kankocho/page04_000072.html

12



ＤＭＯへの人材支援①（専門人材の育成）

○我が国にはこれまで諸外国のようなDMO的な組織がなく、「地域の各関係者を取り込む組織作り」、「マーケティン
グ及び戦略を策定するためのデータ分析・調整能力」、「経営的手法（PDCA）に基づく観光地運営」をするための
ノウハウが存在しない。

○このため、２８，２９年度の２カ年で、国内及び海外の先進的な事例を参考にして、DMO的手法で観光地経営をする
ための人材を育成する基礎・応用プログラムを策定するとともに、人材のマッチングもシステム化することにより、
各地域でのDMOの設立、運営の強化を図る。

○先進的な取組に関する調査
・国内外のDMO活動の先進事例
・DMO組織における中核・専門
人材の育成事例

・日本版DMOにおける人材育成の
あり方検討

○プログラムの策定・研修の試行
下記、基礎プログラムを策定し、本格
実施に向け、一部研修を試行。
・戦略策定
・マーケティング
・財源確保
・顧客管理
・効果的なプロモーション
・観光資源の発掘と着地型商品づくり

○育成した人材のマッチング
・あらゆる人が簡易にマッチング
できる仕組みを構築

平成28年度実施事業

基礎プログラムのブラッシュアップ

【主な調査事項】
○研修受講者を対象として、アンケートの実施
○各DMO内での、先進的な人材育成事例、
課題の抽出

・既存プログラムのブラッシュアップ
・研修の実施

○以下のテーマ等に関する応用プログラム
を策定。

【例】
・統計データの活用方法
・プロモーションの基本と実践
・webマーケティング
・財政基盤の確立に向けた取組 等

○上記プログラムを活用した研修を実施

平成29年度

応用プログラムの策定・研修の試行

平成３０年度

○民間において自主的に運営で
きるような体制を構築

研修実施

○開発したプログラム＆テキスト
を整理しDMOネット掲載

○研修受講者を受講科目、地域で
の実績等で整理しリストアップ
を図る

○民間において自主的に運営でき
るような体制を日観振等と検討
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ＤＭＯへの人材支援②（地方創生カレッジ）

地方創生に真に必要かつ実践的な
ｶﾘｷｭﾗﾑ（eﾗｰﾆﾝｸﾞ）を幅広く提供

※科目によっては実地研修も活用
※大学等の既存取組も前提に、不足する
分野や地域への受講機会を提供

自治体、
民間企業の
職員 等

地方創生
「連携・交流ひろば」

地方版総合戦略等に基づき、地方創生に資する事業を本格的
に推進する段階

「地方創生カレッジ」は28年12月に開講。地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを
ｅラーニング形式で幅広く提供し、地域における地方創生人材の育成に繋げていく。

各々の取組が必ずしも周知
されていない

大
学

民
間

地域の動き

ニーズ
調査

認証制度

協
会

発信力
の強化

29年1月～

◆ 総合プロデューサー
◆ 首長の補佐
◆ 地域コミュニティのリーダー

◆ 総合プロデューサー
◆ 首長の補佐
◆ 地域コミュニティのリーダー

戦 略 全 体

◆ 分野別プロデューサー
◆ 現場の中核人材
◆ 分野別プロデューサー
◆ 現場の中核人材

個 別 分 野

必要とされる人材

地方創生
人材の育成

人材育成に向けた連携の場

地方創生を担う
人材の活躍

分野別ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ

観光・DMO

地域商社 等

総合ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ

戦略策定・管理

事業構築・推進 等

地域ｺﾐｭﾆﾃｨﾘｰﾀﾞｰ

住民自治

ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ 等

地域戦略の策定

データ分析 地域の課題解決等地方創生の理念

事業の自立化 官民連携

専
門
編

基
盤
編

ｅラーニング

【カリキュラム構造イメージ】

ｽｸｰﾘﾝｸﾞ/ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（人材交流・ﾏｯﾁﾝｸﾞ）対面・実地

【受講状況】

北海道
4% 東北

4%

関東
33%

甲信越
4%

東海
23%

北陸
2%

関西
17%

四国
2%

中国
5%

九州・沖縄
6%

海外
0.5%

＜地域別＞ 30年４月末時点

受講者数13,760人
30年４月末時点

人材が
不足

地方創生の実現

知識習得に
必要な講座を

学習

地方公務員
19%

その他公務員
4%

教員・学生他
10%

民間企業
30%

経済団体

金融機関

23%

コンサルタント
6% その他

8%

＜職業別＞

１０代
3%

２０代
21%

３０代
23%

４０代
29%

５０代
18%

60代以上
6%

＜年代別＞
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国
交付金（１/２） 都道府県

市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中核的人

材の確保・育成、地域経済牽引

例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本

版ＤＭＯ）、生涯活躍のまち、

働き方改革、小さな拠点、空き店舗 等

②先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

【手続き】

〇 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ年度以内）を作

成し、内閣総理大臣が認定します。

○地方創生の新展開を図るため、地方創生推進交付金により支援し

ます。

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先

導的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割

り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・運

用を確保

事業概要・目的 対象事業・具体例

資金の流れ

具体的な
「成果目標（KPI）」

の設定

「PDCAサイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じます）

①ハード事業割合

・計画期間を通じたハード事業の割合は、原則として５割未満。

・ただし、ソフト事業との連携により、高い相乗効果が見込まれる場合

は、５割以上（上限８割未満）になる事業であっても申請可能。

②横展開タイプの交付上限額の引上げ（事業費ベース）

【都道府県】 先駆 6.0億円（29年度：6.0億円）

横展開 2.0億円（29年度：1.5億円）

【市区町村】 先駆 4.0億円（29年度：4.0億円）

横展開 1.4億円（29年度：1.0億円）

③KPIの実績に基づいた事業計画の見直し
・申請時に、実績を踏まえたPDCAサイクルによる事業の見直しを反映し

た事業計画の提出。

30年度からの運用改善

平成30年度概算決定額 １,０００億円 （平成29年度予算額 １,０００億円）

ＤＭＯへの財政支援①（地方創生推進交付金）
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訪日外国人旅行者をはじめとした観光客の各地域への周遊を促進するため、ＤＭＯが中心となって行う、地域の
関係者が連携して観光客の来訪・滞在促進を図る取組に対して支援を行う。

支援制度

・補助対象事業：
各DMO策定の事業計画に位置づけられた外国人旅行者の誘客を

目的とする以下の取組（ただし、地方ブロック毎に開催される連絡調整
会議における調整を行ったものに限る）

※DMO（観光地域づくりの舵取り役）:Destination Management/Marketing Organization

①調査・計画策定

②滞在コンテンツの充実

③広域周遊観光促進のための環境整備

④情報発信・プロモーション

定期的な戦略会議の開催 訪日外国人旅行者向け統一交通パスの販売

(c)Tezuka Productions

地域資源の魅力を活かした
滞在プログラムを造成、提供

商談会の開催

具体的な支援イメージ

事業概要

・補助率：

定額（調査・計画策定）
事業費の1/2（滞在コンテンツの充実、広域周遊観光促進の

ための環境整備、情報発信・プロモーション）

※継続事業については2年目:2/5、3年目:1/3

・補助対象者：

事業計画に位置づけられた事業の実施主体
（訪日外国人旅行者のニーズに応える取組を行うDMO
その他民間事業者、地方公共団体）

ＤＭＯへの財政支援②（広域周遊観光促進のための新たな観光地域支援事業）

連絡調整会議

事業計画 事業計画事業計画

広域連携DMO地域連携DMO 地域DMO

地方運輸局

観光庁 JNTO関係事業者

・事業計画の調整の実施
・国による調査事業の実施・共有

有識者

DMO実施事業 DMO実施事業 DMO実施事業

民間事業者
実施事業

民間事業者
実施事業

民間事業者
実施事業

地方公共団体
実施事業

地方公共団体
実施事業

地方公共団体
実施事業

とりまとめ 策定 とりまとめ 策定 とりまとめ 策定
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議論の進め方（事務局案）

日本版ＤＭＯ候補法人

日本版ＤＭＯ

ＤＭＯ登録要件に基づいて審査・登録
※各項目について「今後該当予定」でも登録可能

◆事業報告書や必要に応じて更新される
日本版ＤＭＯ形成・確立計画等の確認

◆必要に応じてヒアリングを実施

登録要件が全て充足されていると認められる法人

について、「日本版ＤＭＯ」として登録

日本版DMOの登録要件

例えば、「世界水準のDMO」を「世界から選ばれる観光地となるために必要な持続可能な観光戦略を
機能面、組織面で達成しているDMO」とした上で、現行の登録要件に加えて更にどのような視点が必
要かという点から検討を行ってはどうか。
このため、次回以降、DMOからのヒアリング等を通じて各地の取組み状況の把握と課題の抽出を行
いながら要件を絞り込むとともに、 DMO全体のレベルアップを図る上で必要な対応策について検討
を行ってはどうか。

世界水準のＤＭＯ
（先駆的インバウンド型ＤＭＯ）
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現在のＤＭＯの５要件と論点（事務局案）

DMOの要件 論点（案）

DMOを中心として観光地域づくりを行う
ことについての多様な関係者の合意形成

○関係者の合意形成が十分行われているか、特に既存組織で行われてい
た以上のmanagementが志向されているか。
○観光戦略における持続可能性という視点が十分意識されているか。
○合意形成の制度的な担保が検討されているか。

データの継続的な収集、戦略の策定、
KPIの設定・PDCAサイクルの確立

○明確な目的のないデータ取得や戦略策定等が先行していないか、国、
JNTOの統計等既存の調査結果を十分活用できているか。
○外部データの活用とともに例えば観光案内所、宿泊施設等における旅
行者の意見を吸い上げる仕組み等が構築されているか。
○KPIの設定やPDCAサイクルについて第三者による定期的な成果評価がな
されているか。

関係者が実施する観光関連事業と戦略の

整合性に関する調整･仕組み作り、プロ

モーションの実施

○プロモーションや発信に偏った取組みとなっていないか。
○DMOが地域の観光戦略の司令塔として機能しているか、特にプロモー
ションの前提となる観光資源の高度化にDMO自ら主体的に関与しているか。
○DMOとそれ以外の主体の役割分担が明確になされているか。

法人格の取得、責任者の明確化、データ
収集・分析等の専門人材の確保

○DMOやその責任者の存在が地域において認知され、地域住民に対して観
光の地域における重要性を説明する等の意識啓発に取り組んでいるか。
○専門人材の登用により具体的な成果が出ているか。
○人材確保・人材育成に向けた具体的な取組みが行われているか。

安定的な運営資金の確保

○会費収入、自主事業の拡大を目標とするDMOにおいては、具体的な取組
みが進められているか。
○資金確保に向けたステークホルダーとの対話が行われているか。
○将来のDMOの財源確保について、具体的な議論が行われているか。
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【参考】 ＤＭＯの登録状況等



これまでのＤＭＯに関する取組について

【平成27年】 11月 日本版ＤＭＯ登録要領公表、『日本版ＤＭＯ」形成・確立に係る手引き』公表
12月 日本版ＤＭＯ登録制度の運用開始

【平成28年】 ２月 日本版ＤＭＯ登録制度の第１弾 候補法人24団体登録 ※候補法人の登録スタート
『 「日本版DMO」を核とする観光地域づくりに対する支援メニュー集』公表

３月 『明日の日本を支える観光ビジョン』策定 ※『世界水準のＤＭＯの育成』が明文化
４月 日本版ＤＭＯ登録制度の第２弾 候補法人37団体登録
５月 日本版ＤＭＯ登録制度の第３弾 候補法人20団体登録
７月 日本版ＤＭＯ登録制度の第４弾 候補法人7団体登録
８月 地方創生推進交付金平成28年第1回交付決定 ※地方創生推進交付金による支援スタート

日本版ＤＭＯ登録制度の第５弾 候補法人13団体登録
11月 日本版ＤＭＯ登録制度の第６弾 候補法人10団体登録

【平成29年】 １月 日本版ＤＭＯ登録制度の第７弾 候補法人12団体登録
３月 日本版ＤＭＯ登録制度の第８弾 候補法人11団体登録

『DMOネット』提供開始
５月 日本版ＤＭＯ登録制度の第９弾 候補法人11団体登録
８月 日本版ＤＭＯ登録制度の第10弾 候補法人12団体登録
11月 日本版ＤＭＯ登録制度の第11弾 日本版ＤＭＯ41団体 候補法人17団体登録

※日本版ＤＭＯの登録スタート
【平成30年】 ３月 『日本版ＤＭＯ」形成・確立に係る手引き(第３版)』公表

日本版ＤＭＯ登録制度の第12弾 日本版ＤＭＯ29団体 候補法人24団体登録
６月 『観光地域づくりに対する支援メニュー集(平成30年度予算確定版)』『ＤＭＯ取組事例集』公表
７月 日本版ＤＭＯ登録制度の第13弾 日本版ＤＭＯ16団体 候補法人10団体登録

■ 平成27年12月の登録制度運用開始以来、およそ3年が経過。
■ 現時点で、208法人が日本版ＤＭＯ登録制度に登録しており、今後も増加が見込まれる。

1



（一社）東北観光推進機構
（青森県、岩手県、宮城県、秋田
県、山形県、福島県、新潟県）

【広域連携ＤＭＯ】 日本版ＤＭＯ：８法人 日本版ＤＭＯ候補登録法人：２法人

（平成３０年７月３１日現在）
（公社）北海道観光振興機構
(北海道)

（一財）関西観光本部
(福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、
兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県)

（一社）せとうち観光推進機構
(兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、
香川県、愛媛県)

（一社）中央日本総合観光機構
（富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、
静岡県、愛知県、三重県、滋賀県）

広域連携ＤＭＯ

（一財）沖縄観光コンベンションビューロー
（沖縄県）

（一社）関東観光広域連携事業推進協議会
(福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、
山梨県、長野県)

･･･日本版ＤＭＯ

･･･候補法人

【設立予定】（一社）四国ツーリズム創造機構
（香川県、徳島県、愛媛県、高知県）

（一社）山陰インバウンド機構
(鳥取県、島根県)

（一社）九州観光推進機構
（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県）
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【北海道・東北】 日本版ＤＭＯ：１２法人 日本版ＤＭＯ候補法人：２８法人

（平成３０年７月３１日現在）

（特非）阿寒観光協会まちづくり推進機構
（北海道：釧路市）

（一財）丘のまちびえい活性化協会（北海道：美瑛町）

十勝川温泉旅館共同組合（北海道：音更町）

（一社）ふらの観光協会
（北海道：美瑛町、上富良野町、中富良野町、富良野市、
南富良野町、占冠村）

（一社）釧路観光コンベンション協会 （北海道：釧路市、弟子屈町）

（一財）ブナの里白神公社（青森県：西目屋村）

トラベルデザイン（株）（秋田県：羽後町）

（一社）寒河江市観光物産協会（山形県：寒河江市）

（一社）福島市観光コンベンション協会（福島県：福島市）

（特非）土湯温泉観光まちづくり協議会（福島県：福島市）

（一財）会津若松観光ビューロー（福島県：会津若松市）

（公財）さんりく基金
（岩手県：宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、釜石市、住田町、大槌町、山
田町、岩泉町、田野畑村、普代村、野田村、洋野町）

（一社）秋田犬ツーリズム

（秋田県：大館市、北秋田市、小坂町、上小阿仁村）

（株）おもてなし山形（山形県：山形市、上山市、天童市）

（公財）福島県観光物産交流協会（福島県）

（公社）山形県観光物産協会（山形県）

（一社）摩周湖観光協会（北海道：弟子屈町）

（一社）千歳観光連盟
（北海道：苫小牧市、千歳市、恵庭市、由仁町、長沼町、安平町）

（一社）大雪カムイミンタラＤＭＯ
（北海道：旭川市、鷹栖町、東神楽町、当麻町、
比布町、愛別町、上川町、東川町） 北海道・東北地方

地域連携ＤＭＯ

地域ＤＭＯ

（一社）宮古観光文化交流協会（岩手県：宮古市）

（一社）いわき観光まちづくりビューロー（福島：いわき市）

（一社）宮城インバウンドＤＭＯ
（宮城県：白石市、名取市、角田市、岩沼市、蔵王町、七ヶ宿町、大河原町、村田
町、柴田町、川崎町、丸森町、亘理町、山元町）

（一社）石巻圏観光推進機構
（宮城県：石巻市、東松島市、女川町）

（一社）男鹿市観光協会（秋田県：男鹿市）

北海道 東北 合計

地域
連携

都府県単独 0 3 3

市町村連携 6 9 15

地域 7 15 22

合計 13 27 40

（一社）横手市観光推進機構（秋田県：横手市）

（一社）気仙沼地域戦略（宮城県：気仙沼市）

･･･日本版DMO

（株）かづの観光物産公社（秋田県：鹿角市）

（一社）郡山市観光協会（福島県：郡山市）

（公社）青森県観光連盟（青森県）

（一社）ニセコプロモーションボード
（北海道：蘭越町、ニセコ町、倶知安町）

（一社）しもきたＴＡＢＩあしすと
（青森県：むつ市、横浜町、大間町）

（一社）世界遺産平泉・一関ＤＭＯ（岩手県：一関市、平泉町）

（株）インアウトバンド仙台・松島
（宮城県：仙台市、塩竈市、名取市、多賀城市、岩沼市、東松島市、松島町、七ヶ
浜町、利府町）

大雪山ツアーズ（株）（北海道：上川町）

（一社）岩見沢市観光協会（北海道：岩見沢市）

（一社）しりうち観光推進機構（北海道：知内町）

【設立予定】（株）八幡平ＤＭＯ（仮称）（岩手県：八幡平市）

【設立予定】（株）かまいしＤＭＣ釜石オープン・フィールド・ミュージアム（仮称）
（岩手県：釜石市）

（一社）ひがし北海道自然美への道ＤＭＯ
（北海道：釧路市、網走市、帯広市、北見市、根室市、紋別市、中標津町、羅
臼町、標津町、別海町、弟子屈町、斜里町、新得町、鹿追町、上川町）

【設立予定】いせでわＤＭＯ（仮称） （ 山形県：鶴岡市、三重県：伊勢市）
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（一社）埼玉県物産観光協会 （埼玉県）

＜仮称＞（一社）HAKUBA VALLEY
プロモーションボード［設立予定］
（長野県：大町市、白馬村、小谷村）

（一社）木曽おんたけ観光局（長野県：木曽町、王滝村）

（一社）墨田区観光協会 （東京都：墨田区）

（同）鴨川市観光プラットフォーム（千葉県：鴨川市）

（一社）こまつ観光物産ネットワーク（石川県：小松市）

（一社）こもろ観光局（長野県：小諸市）

（一社）茨城県観光物産協会 （茨城県）

(株)南信州観光公社
（長野県：飯田市、松川町、高森町、阿南町、阿智村、平谷村、根羽村、下
條村、売木村、天龍村、泰阜村、喬木村、豊丘村、大鹿村）

（一社）ＤＭＯ日光（栃木県：日光市）

（一社）小田原市観光協会 （神奈川県：小田原市）

(一社)信州千曲観光局（長野県：千曲市）

(株)大田原ツーリズム（栃木県：大田原市）

（一社）中之条町観光協会（群馬県：中之条町）

（一社）草津温泉観光協会（群馬県：草津町）

（一社）八ヶ岳ツーリズムマネジメント

（山梨県：北杜市、長野県：富士見町、原村）

（一社）北杜市観光協会 （山梨県：北杜市）

（一社）秩父地域おもてなし観光公社
（埼玉県：秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町）

（公財）群馬県観光物産国際協会 （群馬県）

（一社）白馬村観光局（長野県：白馬村）

（一社）渋川伊香保温泉観光協会（群馬県：渋川市、榛東村、吉岡町）

（特非）NPO産業観光学習館
（群馬県：伊勢崎市、藤岡市、富岡市、下仁田町、埼玉
県：熊谷市、本庄市、深谷市）

（一社）加賀市観光交流機構（石川県：加賀市）

（一社）上松町観光協会（長野県：上松町）

（特非）赤城自然塾（群馬県：前橋市、桐生市）

（一社）かながわ西観光コンベンション･ビューロー
（神奈川県：小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田
町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町）

（平成３０年７月３１日現在）

【関東・北陸信越】 日本版ＤＭＯ：２６法人 日本版ＤＭＯ候補法人：２６法人

（一社）長野県観光機構 （長野県）

（一社）糸魚川市観光協会

（新潟県：糸魚川市）

妙高観光推進協議会［設立予定］（新潟県：妙高市）

（一社）みなかみ町観光協会（群馬県：みなかみ町）

関東 北陸信越 合計

地域
連携

都府県単独 5 4 9

市町村連携 8 5 13

地域 14 16 30

合計 27 25 52
※（一社）八ヶ岳ツーリズムマネジメントは関東としてカウント

（公社）石川県観光連盟（石川県）

（公社）とやま観光推進機構（富山県）

（公社）栃木県観光物産協会 （栃木県）

（公財）宮ヶ瀬ダム周辺振興財団
（神奈川県：相模原市、厚木市、愛川町、清川村）

（一社）安中市観光機構（群馬県：安中市）

（一社）新発田市観光協会（新潟県：新発田市）

（一社）松本市アルプス山岳郷（長野県：松本市）

（一社）信州とうみ観光協会（長野県：東御市）

関東・北陸信越地方
地域連携ＤＭＯ

地域ＤＭＯ

･･･日本版DMO

（一社）黒部・宇奈月温泉観光局（富山県：黒部市）

（一社）アントラーズホームタウンＤＭＯ（仮称）［設立予定］
（茨城県：鹿嶋市、潮来市、神栖市、行方市、鉾田市）

（一社）下仁田町観光協会（群馬県：下仁田町）

（株）阿智昼神観光局 （長野県：阿智村）

（公社）新潟県観光協会（新潟県）

(一社)山中湖観光協会（山梨県：山中湖村）

（一社）木更津市観光協会（千葉県：木更津市）

（一財）箱根町観光協会（神奈川県：箱根町）

（一社）白山市観光連盟（石川県：白山市）

（公社）やまなし観光推進機構
（山梨県）

（一社）雪国観光圏
（新潟県：湯沢町、南魚沼市、魚沼市、十日町市、津南町、
群馬県：みなかみ町、長野県：栄村）

（一社）信州いいやま観光局
（長野県：中野市、飯山市、山ノ内町、信濃町、飯綱町、木島
平村、野沢温泉村、栄村、新潟県：妙高市）

（一社）佐渡観光協会（新潟県：佐渡市）

（一社）金沢市観光協会 （石川県：金沢市）
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（公社）静岡県観光協会 （静岡県）

（公財）するが企画観光局
（静岡県：静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、
牧之原市、川根本町、吉田町）

（公財）浜松・浜名湖ツーリズムビューロー
（静岡県：浜松市、湖西市）

（一財）奈良県ビジターズビューロー （奈良県）

（一社）豊岡観光イノベーション

（兵庫県：豊岡市、京都府：京丹後市）

（一社）瀬戸内海島めぐり協会

（兵庫県：姫路市、明石市、洲本市、南あわじ市、淡路市）

（一社）知多半島観光事業協会
（愛知県：南知多町、美浜町）

（一社）東大阪ツーリズム振興機構

（大阪府：東大阪市、和歌山県：橋本市）

（一社）ノオト（兵庫県：豊岡市、篠山市、養父市、朝来市）

（一社）森の京都地域振興社

（京都府：福知山市、綾部市、亀岡市、南丹市、京丹波町）

（一社）高野山麓ツーリズムビューロー（和歌山県：橋本市、かつらぎ町）

（一社）鳥羽市観光協会 （三重県：鳥羽市）

（一社）志摩スポーツコミッション （三重県：志摩市）

（一社）伊豆市産業振興協議会

（静岡県：伊豆市）

伊勢まちづくり（株）（三重県：伊勢市）

（一社）京都山城地域振興社
（京都府：宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、木津川市、久御山

町、井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村）

（公社）京都市観光協会（京都府：京都市） ＜仮称＞（一社）小山町観光推進協議会［設立予
定］（静岡県：小山町）

斑鳩産業（株） （奈良県：斑鳩町）

（一社）和歌山市観光協会 （和歌山県：和歌山市）

（平成３０年７月３１日現在）

【中部・近畿】 日本版ＤＭＯ：２３法人 日本版ＤＭＯ候補法人：２８法人

中部 近畿 合計

地域
連携

都府県単独 3 3 6

市町村連携 7 10 17

地域 15 13 28

合計 25 26 51

（一社）奥三河観光協議会（愛知県：新城市、設楽町、東栄町、豊根村）

（一社）多治見市観光協会
（岐阜県：多治見市）

（株）Verde大台ツーリズム（三重県：大台町）

（一社）相差海女文化運営協議会 （三重県：島羽市）

（一社）近江八幡観光物産協会（滋賀県：近江八幡市）

（一社）菰野町観光協会［設立予定］（三重県：菰野町）

（特非）ORGAN
（岐阜県：岐阜市、関市、美濃市、郡上市）

（一社）美しい伊豆創造センター
（静岡県：沼津市、熱海市、三島市、伊東市、下田
市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊

豆町、松崎町、西伊豆町、函南町）

勝山市観光まちづくり（株）（福井県：勝山市）

（一社）伊賀上野観光協会（三重県：伊賀市）

（一社）愛知県観光協会（愛知県）

（公社）三重県観光連盟（三重県）

（一社）大阪活性化事業実行委員会（大阪府：大阪市）

（一社）田辺市熊野ツーリズムビューロー（和歌山県：田辺市）

（一社）南紀白浜観光局（和歌山県：白浜町）

（特非）大垣観光協会
（岐阜県：大垣市、海津市、養老町、垂井町、関ケ原町、
神戸町、輪之内町、安八町、揖斐川町、大野町、池田町、
本巣市）

（一社）飛騨・高山観光コンベンション協会
（岐阜県：高山市）

（一社）下呂温泉観光協会（岐阜県：下呂市）

（株）まちづくり小浜（福井県：小浜市）

中部・近畿地方
地域連携ＤＭＯ

地域ＤＭＯ

･･･日本版DMO

（一社）高野町観光協会

（和歌山県：高野町）

（一社）白崎観光プラットフォーム（和歌山県：由良町）

（一社）湯浅観光まちづくり推進機構（和歌山県：湯浅町）

【設立予定】（一社）ＫＩＸ泉州ツーリズムビューロー
（【大阪府】堺市、岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉

市、高石市、泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町）

（一社）西尾市観光協会（愛知県：西尾市）

（公社）びわこビジターズビューロー（滋賀県）

（一社）近江ツーリズムボード
（滋賀県：彦根市、近江八幡市、米原市、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町）

（一社）南丹市美山観光まちづくり協会（京都府：南丹市）

（一社）京都府北部地域連携都市圏振興社
（京都府：福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹
後市、伊根町、与謝野町）

（一財）神戸観光局（兵庫県：神戸市）

（公財）大阪観光局（大阪府）

【設立予定】（一社）紀の川フルーツ観光局（和歌山県：紀の川市） 5



（一社）ビジット奈義（岡山県：奈義町）

（一社）飯南町観光協会
（島根県：飯南村）

＜仮称＞ （一社）みよし観光パートナーズ［設立予定］
（広島県：三次市）

（公社）萩市観光協会（山口県：萩市）

（一社）そらの郷
（徳島県：美馬市、三好市、つるぎ町、東みよし町）

（一社）山口県観光連盟（山口県）

（公社）香川県観光協会（香川県）

（特非）ＮＰＯ砂浜美術館（高知県：黒潮町）

（一社）幡多広域観光協議会
（高知県：宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月
町、三原村、黒潮町）

（平成３０年７月３１現在）

【中国・四国】 日本版ＤＭＯ：８法人 日本版ＤＭＯ候補法人：１６法人

中国 四国 合計

地域
連携

都府県単独 1 2 3

市町村連携 5 5 10

地域 9 2 11

合計 15 9 24

（一社）愛媛県観光物産協会
（愛媛県）

（一社）しまなみジャパン

（広島県：尾道市、愛媛県：今治市、上島町）

（株）せとうちホールディングス

（広島県：尾道市）

※（一社）しまなみジャパンは中国としてカウント
※（一社）麒麟のまち観光局は中国としてカウント

中国・四国地方
地域連携ＤＭＯ

地域ＤＭＯ

･･･日本版DMO

中海・宍道湖・大山圏域インバウンド機構［設立予定］
（鳥取県：米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、
日南町、日野町、江府町 島根県：松江市、出雲市、安来市）

（株）kibily（岡山県：吉備中央町）

（特非）ウォーターズ・リバイタルプロジェクト
（高知県：東洋町）

（一社）真庭観光局（岡山県：真庭市、新庄村）

（一社）湯原観光協会（岡山県：真庭市 ）

（株）恋しき（広島県：府中市）

（一社）宇部観光コンベンション協会

（山口県：宇部市）

（一社）麒麟のまち観光局
（鳥取県：鳥取市、岩美町、智頭町、若桜町、八頭町

兵庫県：新温泉町、香美町）

（一社）鳥取中部観光推進機構
（鳥取県：倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄
町、岡山県：真庭市）

（一社)イーストとくしま観光推進機構
（徳島県：徳島市、鳴門市、小松島市、吉野川市、阿
波市、勝浦町、上勝町、佐那河内村、石井町、神山
町、松茂町、北島町、藍住町、板野町、上板町）

（一社）四国の右下観光局
（徳島県：阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町）

（一社）仁淀ブルー観光協議会
（高知県：土佐市、いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、日高村）
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（一社）椎葉村観光協会（宮崎県：椎葉村）

（一社）長崎国際観光コンベンション協会
（長崎県：長崎市）

うきはの里（株）（福岡県：うきは市）

大隅広域観光協会（仮称）［設立予定］
（鹿児島県：鹿屋市、垂水市、曽於市、志布志市、大崎町、東串良町、
錦江町、南大隅町、肝付町）

（公財）みやざき観光コンベンション協会（宮崎県）

（一社）豊の国千年ロマン観光圏
（大分県：別府市、中津市、宇佐市、豊後高田市、国東市、
杵築市、日出町、姫島村）

（公社）ツーリズムおおいた（大分県）

（一社）田川広域観光協会
（福岡県：田川市、香春町、添田町、糸田町、川崎町、
大任町、福智町、赤村）

（一社）あまみ大島観光物産連盟
（鹿児島県：奄美市、大和村、宇検村、
瀬戸内町、龍郷町）

（公財）佐世保観光コンベンション協会
（長崎県：佐世保市、小値賀町）

(株)ＫＡＳＳＥ ＪＡＰＡＮ
（熊本県：八代市、人吉市、水俣市、氷川町、
芦北町、津奈木町、錦町、多良木町、湯前町、
水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、
あさぎり町）

（一社）ＤＭＯやつしろ（熊本県：八代市）

（株）やさしいまち
（鹿児島県：伊佐市、さつま町）

（一社）高千穂町観光協会（宮崎県：高千穂町）

（株）くまもとＤＭＣ（熊本県）

（一社）八重山ビジターズビューロー
（沖縄県：石垣市、竹富町、与那国町）

（平成３０年７月３１日現在）

【九州・沖縄】 日本版ＤＭＯ：９法人 日本版ＤＭＯ候補法人：２２法人

九州 沖縄 合計

地域
連携

都府県単独 3 0 3

市町村連携 9 1 10

地域 15 3 18

合計 27 4 31

(株)天晴（仮称）［設立予定］
（宮崎県：日南市、串間市）

（一社）北谷ツーリズムデザイン・ラボ
（沖縄県：北谷町） （株）薩摩川内市観光物産協会

（鹿児島県：薩摩川内市）

（一社）玉名観光協会（熊本県：玉名市）

（株）有田まちづくり公社（佐賀県：有田町）

（一社）串間市観光物産協会（宮崎県：串間市）

九州・沖縄地方
地域連携ＤＭＯ

･･･日本版DMO

（公財）阿蘇地域振興デザインセンター
（熊本県：阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、西原村、
南阿蘇村、山都町、大分県：竹田市、宮崎県：高千穂町 ）

（一社）起立工商協会（佐賀県：上峰町）

（株）島原観光ビューロー（長崎県：島原市）

小林まちづくり（株）（宮崎県：小林市）

地域ＤＭＯ

（一社）座間味村観光協会
（沖縄県：座間味村）

（一社）沖縄市観光物産振興協会
（沖縄県：沖縄市）

（株）ＳＭＯ南小国
（熊本県：南小国町）

（一社）嬉野温泉観光協会（佐賀県：嬉野市）

（一社）由布市まちづくり観光局
（大分県：由布市）
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